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【事業目的】

小規模事業者※等が経営計画を自ら策定し、商工会・商工会議所の

支援を受けながら取り組む販路開拓を支援

【補助上額】

50～200万円

⇨ 免税事業者から適格請求書発行事業者に転換する場合、一律に50

万円の補助上限上乗せを行います。（最大250万円）

（詳細は、裏面をご確認ください）

【補助率】

２／３（賃金引上げに取り組む事業者のうち、赤字事業者は３／４）

【補助対象】

店舗改装、広告掲載、展示会出展費用など

地域を支える小規模事業者等の皆様へ

令和４年度第2次補正予算で中小機構に措置

持続化補助金で販路開拓！！

「小規模事業者持続化補助金」
が拡充されます

※ 常時使用する従業員数が「商業・サービス業(宿泊業、娯楽業を除く)」の場合5人以下、
それ以外の業種の場合20人以下である事業者

令和5年3月時点

チラシのダウンロードはこちら↑
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活用例

事例②

事例①
古民家をカフェとして営業するため、厨房を増設。加えて、地元飲食店とのコラボ
メニュー開発や、地域住民の協力を得て様々なイベントをカフェで開催。

措置内容 令和4年度第2次補正予算において、「一律に50万円の
補助上限上乗せ」をします(最大250万円)。

蕎麦屋が地元特産のかき揚げをセットメニューに追加するため、高性能フライヤーを
導入。新規顧客の増加、顧客単価アップを目的として地元メディアに広告を出稿。

免税事業者から適格請求書発行事業者に転換する事業者(インボイス転換事業者)を対象に、全て
の枠で一律に50万円の補助上限を上乗せし、販路開拓(税理士への相談費用を含む)を支援します。

○賃金引上枠 ⇒ 事業場内最低賃金を地域別最低賃金より＋30円以上とした事業者
○卒業枠 ⇒ 小規模事業者として定義する従業員数を超えて規模を拡大する事業者
○後継者支援枠 ⇒ アトツギ甲子園のファイナリスト等となった事業者
○創業枠 ⇒ 過去3年以内に「特定創業支援事業」による支援を受け創業した事業者
○インボイス特例 ⇒ 免税事業者のうち適格請求書発行事業者の登録を受けた事業者

【申請要件】

※ 青字が本補助金の対象経費

通常枠
特別枠

賃金引上げ枠 卒業枠 後継者支援枠 創業枠

補助率 ２／３
（賃金引上げ枠のうち赤字事業者は３／４）

補助上限 50万円 200万円

インボイス
特例

50万円※

※インボイス特例の要件を満たす場合は、上記補助上限額に50万円を上乗せ

※過去の公募回において、「インボイス枠」で採択され事業を実施した事業者は、「インボイス特例」の対象外です。

※申請要件等の詳細は、下記事務局HPに掲載の公募要領等をご確認ください。

受付開始：2023年3月10日（金）

jGrants
(ID取得)

事務局HP：
商工会地区HP

お問い合わせ先は所在
地によって異なるため、
上記の商工会地区HP
をご参照ください。

商工会議所地区HP

03-6632-1502

応募締切：2023年6月1日（木）【第12回受付締切】
2023年9月7日（木）【第13回受付締切】
※第14回受付締切のスケジュールについては、今後改めてご案内します。

応募方法：原則jGrantsによる電子申請
※電子申請に必要なGビズIDプライムアカウントの発行には、一定の期間がかかりますので、電子申請を
お考えの方は、先にアカウントを発行することをお勧めします。電子申請先は公募要領をご確認ください。

今後のスケジュール
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https://www.jgrants-portal.go.jp/
https://www.jgrants-portal.go.jp/
https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/
https://r3.jizokukahojokin.info/
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4月号 / 2023経営情報　 K EIEI  INFOR M ATION

学歴計は20万円程度に
　今年2月時点での最新調査結果※から、 10
～99人規模の事業所における新卒者の所定
内給与額をまとめると下表のとおりです。

　学歴計の産業計は男性が202.8千円（前年
比2.6％増）、 女性が197.7千円（同1.1％増）で
した。 産業別にみると、男性・女性ともに情報
通信業が最も高くなりました。

高校卒は20万円未満が多い
　高校卒の産業計は男性が181.5千円（前年
比0.7％増）、 女性が171.3千円（同0.5％減）

となりました。 産業別にみると、 男性は教育，学
習支援業が、 女性は電気・ガス・熱供給・水道
業が最高です。

大学卒は20万円を超える
　大学卒の産業計は男性が219.6千円（前年
比4.2％増）、 女性が212.1千円（同1.2％減）で
した。 産業別にみると男性は情報通信業が、女
性は学術研究，専門・技術サービス業が最も高
くなりました。 なお女性はすべての産業で20万
円を超えています。

　今年の新卒者の給与はどうなるでしょうか。

新規学卒者の産業別給与データ
人材の獲得や流出防止などのため、企業で賃上げの動きが活発になっています。 ここでは新入
社員を迎える時期に合わせ、 新規学卒者（以下、 新卒者）の給与に関するデータをみていきます。

※厚生労働省「令和 3年賃金構造基本統計調査」
　全国の約 78,000事業所を対象にした調査で有効回答率は72.0％です。所定内給与額とは、労働契約等であらかじめ定められている支給条件、算定方法に
より 6月分として支給された現金給与額（きまって支給する現金給与額）のうち、超過労働給与額を差し引いた額で、所得税等を控除する前の額をいいます。
詳細は次の URLのページから確認いただけます。
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450091&tstat=000001011429

学歴計 高校 大学
男性 女性 男性 女性 男性 女性

産業計 202.8 197.7 181.5 171.3 219.6 212.1
建設業 202.5 188.9 189.8 172.0 221.6 210.1
製造業 188.1 179.2 176.0 169.5 210.0 202.5
電気・ガス・熱供給・水道業 187.8 202.7 174.5 188.1 205.1 208.5
情報通信業 221.7 210.6 172.9 179.2 227.4 217.3
運輸業，郵便業 188.7 187.9 166.2 174.9 222.5 211.3
卸売業，小売業 210.3 195.4 172.5 169.8 222.7 209.9
金融業，保険業 211.4 197.6 - 164.8 210.4 211.7
不動産業，物品賃貸業 217.8 204.6 187.8 170.9 221.6 225.4
学術研究，専門・技術サービス業 203.9 205.7 178.7 165.3 221.5 226.3
宿泊業，飲食サービス業 179.4 190.0 177.0 167.5 187.1 220.6
生活関連サービス業，娯楽業 189.5 190.3 163.5 165.1 207.3 203.5
教育，学習支援業 212.7 205.6 233.9 178.1 214.5 213.7
サービス業 （他に分類されないもの） 212.2 188.9 202.6 178.2 221.6 201.9

産業別学歴別新卒者の所定内給与額 （2021年6月分、千円）

厚生労働省「令和3年賃金構造基本統計調査」より作成

社会保険労務士法人ローム
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2023年度の健康保険料率
　協会けんぽの保険料率は、各都道府県支部
別に設定されますが、2023年3月分から適用
される健康保険料率は下表のとおりとなりまし
た。
　47都道府県のうち、前年度より健康保険料
率が引上げとなったのが13、引下げとなったの
が33、変更なしが1でした。そして、もっとも高
い保険料率は佐賀県の10.51％、もっとも低い
保険料率は新潟県の9.33％となっており、佐賀
県と新潟県の保険料率の開きはかなり大きな
ものになっています。

引上げとなった介護保険料率
　介護保険の保険料率は単年度で収支が均
衡するよう毎年見直しが行われますが、2023
年3月分からは、1.64％から1.82％への引上げ
となりました。

料率変更における注意点
　健康保険料率および介護保険料率は3月分
から変更になるため、3月に賞与を支給する会
社では、賞与にかかる保険料から新しい保険料
率で計算して賞与から控除が必要となります。

4月号 / 2023社会保険情報　 ROUMU INFOR M ATION

3月分以降の協会けんぽの
健康保険料率・介護保険料率
全国健康保険協会（協会けんぽ）の健康保険料率および介護保険料率は、例年3月分（4月納
付分）から見直しが行われています。今回は2023年度の各都道府県の保険料率についてお伝え
します。

支部 保険料率 支部 保険料率 支部 保険料率 支部 保険料率
北海道 10.29% ↓ 東京都 10.00% ↑ 滋賀県 9.73% ↓ 香川県 10.23% ↓

青森県 9.79% ↓ 神奈川県 10.02% ↑ 京都府 10.09% ↑ 愛媛県 10.01% ↓
岩手県 9.77% ↓ 新潟県 9.33% ↓ 大阪府 10.29% ↑ 高知県 10.10% ↓
宮城県 10.05% ↓ 富山県 9.57% ↓ 兵庫県 10.17% ↑ 福岡県 10.36% ↑

秋田県 9.86% ↓ 石川県 9.66% ↓ 奈良県 10.14% ↑ 佐賀県 10.51% ↓
山形県 9.98% ↓ 福井県 9.91% ↓ 和歌山県 9.94% ↓ 長崎県 10.21% ↓
福島県 9.53% ↓ 山梨県 9.67% ↑ 鳥取県 9.82% ↓ 熊本県 10.32% ↓
茨城県 9.73% ↓ 長野県 9.49% ↓ 島根県 10.26% ↓ 大分県 10.20% ↓

栃木県 9.96% ↑ 岐阜県 9.80% ↓ 岡山県 10.07% ↓ 宮崎県 9.76% ↓
群馬県 9.76% ↑ 静岡県 9.75% → 広島県 9.92% ↓ 鹿児島県 10.26% ↓
埼玉県 9.82% ↑ 愛知県 10.01% ↑ 山口県 9.96% ↓ 沖縄県 9.89% ↓
千葉県 9.87% ↑ 三重県 9.81% ↓ 徳島県 10.25% ↓

表　2023年3月分からの健康保険料率表（各都道府県支部別）

↑：引上げ →：変更なし ↓：引下げ

社会保険労務士法人ローム
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有期労働契約期間・上限に　
関する変更

　期間を定めて従業員を雇用すること（有期労
働契約）がありますが、この場合には「有期労
働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準」
に従った対応が求められます。
　今回、この基準の改正により、有期労働契
約の変更または更新の際、通算契約期間や有
期労働契約の更新回数について、上限を定め
たり、引き下げようとしたりするときは、あらかじ
め、その理由を従業員に説明しなければならな
いことになる予定です。
　例えば、従来は通算契約期間を定めていな
かったものを5年までと定める場合や、更新回
数を4回までとしていたものを2回までにする
場合が該当します。

無期転換申込権発生時の対応
　有期労働契約が反復更新されて通算5年を
超えたときは、従業員の申し込みにより、無期
労働契約に転換できるルールがあります。
　この無期転換の申込ができるようになる（無
期転換申込権が発生する）契約更新時の労働
条件の明示事項に、無期転換申込機会と無期

転換後の労働条件が追加される予定です。
　現在は、無期転換申込権の発生について、会
社が従業員に周知する義務まではありません
が、この改正により、労働条件通知書等により
周知する必要が出てきます。
　また、無期転換後は、有期労働契約のときと
は異なる労働条件を設定することもあります
が、その内容についても、無期転換申込権が発
生する契約更新の際に明示が必要になる予定
です。

労働条件の明示事項の追加
　労働契約を締結するときには、法令により定
められた労働条件を明示する必要があります。
この労働条件の明示事項に、就業場所・業務
の変更の範囲が追加される予定です。
　また、有期労働契約の場合には、これらに加
え、通算契約期間または有期労働契約の更新
回数の上限も追加される予定です。
　現在の明示事項である、「就業場所」と「従事
すべき業務の内容」の欄は、雇入れ直後のもの
を記載することで足りるとされていますが、改正
されることにより、将来の見込みも踏まえて明
示が必要になります。

2024年 10月には 51人以上の従業員規模に対して社会保険の適用拡大が行われ、2025年 4月
には高年齢雇用継続給付の給付率の上限が 15％から10％に縮小されます。従業員の働き方に大き
く影響するものもあるため、施行される影響の範囲を考えながら人事施策を検討していきましょう。

4月号 / 2023労務管理情報　 ROUMU INFOR M ATION

2024年4月施行が検討される
主な法令等の改正
人事労務関連の法令等の改正は年度に合わせて施行されることが多くなっています。その関係
もあり、2024年4月施行の法令等の改正が検討されています。以下では、多くの企業で対応が
必要となることが予想されるトピックスを紹介しましょう。

社会保険労務士法人ローム
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業種 所在地 売上高 譲渡希望額

小規模多機能型居宅介護事業会社 北関東 1億円～2億円 応相談

   機械・電機・電子部品製造 北関東 5,000万円～1億円 応相談

産業用機械商社 関東地方 5,000万円～1億円 応相談

デイサービス高齢者向け住宅事業 関東地方 1億円～2億円 応相談

自動車アクセサリーの製造販売 関東地方 1億円～2億円 応相談

切削加工・金属加工設計 関東地方 2億円～3億円 6,500万円

基盤実装 北関東 3,000万円～5,000万円 応相談

フィットネス 北関東 3,000万円～5,000万円 応相談

M ＆ A 譲 渡 し 情 報    

お問い合わせ先 北関東M＆Aサポート ☎ 027-260-8630


